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はじめに

小論では、本学における教職課程履修者の就職活動を分析する。なお、
ここでは最後まで教職課程を履修した学生に焦点を絞るため、卒業時に教
育職員免許状（以下免許）を取得した学生のみを対象とする。大学の就職
支援対象ではない、科目等履修生も対象外とした１）。なお調査年度は、
２０１０年度～１０１４年度卒業生である。

１．教職課程履修者の状況

１．１ 免許取得者の推移
本学での免許取得者は表１通りである。法学部と経済学部では、かつて

は１５～２０名程度の免許取得者がいたが、免許取得者が大幅に減少している。
その理由の一つは入学定員の減少であろう。それとともに考えられるのが、

表１ 教員免許取得者

年度 法学部 経済学部 メディア情報学部 現代文化学部 心理学部

２０１０ ４ １ ６ ６ ―

２０１１ ４ ５ ３ ３ ―

２０１２ １１ １ ５ １６ ―

２０１３ ５ ４ ６ ２６ ８

２０１４ ３ ２ ２ ２２ ５

（注） メディア情報学部は２０１１年度以前は文化情報学部。現代文化学部は、２０１２年度
以降は保健体育の免許取得者を含む。心理学部の卒業生は２０１２年度から。２０１１年
度以前は現代文化学部の心理学科で免許なし
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入学生の学力の低下で、それとともに教職課程の履修登録はしたものの、
卒業要件科目以外の教職科目の履修を続ける余裕がなくなっているという
ことであろう。２０１２年度から現代文化学部の免許取得者が急増しているが、
これは同学部に設置された保健体育の免許課程の学生が卒業し始めたから
である。同学部の英語免許取得者は２０１２年度１名、２０１３年度０名、２０１４年
度２名で、残りは保健体育である。心理学部は２０１２年度までは、現代文化
学部心理学科で、教職課程は設置されていない。

１．２ 教員志望者
免許取得者のうち教員希望者の割合は、表２～６に示したとおりである。

ただし、この数は学生の回答結果そのものではなく、筆者が把握している
情報や、当該卒業生が最終的に答えた進路との整合性などによる若干の修
正を加えたものである。たとえば、民間企業希望としていながら、決定進
路調査に教員浪人と答えている場合、本来教員希望であったと考える方が
妥当である。

この教員希望者の割合は、かなり低いように見えるが、これは、教職課
程担当者として学生と接触してきた経験からすると、何かの役に立つかも

表２ 教員免許取得の有無、教員希望の有無と決定進路（２０１０）
決 定 進 路 大 分 類

GPA
平均

合計
就職者
の割合

民

間

企

業

公

務

員

自

営

業

就
職
活
動
継
続

大
学
院
進
学

そ
の
他
の
教
育
機
関

嘱
託
・
ア
ル
バ
イ
ト

浪
人
（
公
務
員
等
）

そ

の

他

教員免許
無 し

人数 ４３７ ２７ ５ １３０ ８ １９ ９４ ３８ ３６
２．６２

７９４
５９％

％ ５５％ ３％ １％ １６％ １％ ２％ １２％ ５％ ５％ １００％

教員
免許
有り

全 員
人数 ４ ０ ０ ３ １ ０ ３ １ ４

２．８９
１６

２５％
％ ２５％ ０％ ０％ １９％ ６％ ０％ １９％ ６％ ２５％ １００％

教 員
希 望

人数 １ ０ ０ １ ０ ０ １ １ １
３．０７

５
２０％

％ ２０％ ０％ ０％ ２０％ ０％ ０％ ２０％ ２０％ ２０％ １００％

非教員
希 望

人数 ３ ０ ０ ２ １ ０ ２ ０ ３
２．８１

１１
２７％

％ ２７％ ０％ ０％ １８％ ９％ ０％ １８％ ０％ ２７％ １００％

合 計
人数 ４４１ ２７ ５ １３３ ９ １９ ９７ ３９ ４０

２．６３
８１０

５８％
％ ５４％ ３％ １％ １６％ １％ ２％ １２％ ５％ ５％ １００％
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表３ 教員免許取得の有無、教員希望の有無と決定進路（２０１１）
決 定 進 路 大 分 類

GPA
平均

合計
就職者
の割合

民

間

企

業

公

務

員

自

営

業

就
職
活
動
継
続

大
学
院
進
学

そ
の
他
の
教
育
機
関

嘱
託
・
ア
ル
バ
イ
ト

浪
人
（
公
務
員
等
）

そ

の

他

教員免許
無 し

人数 ３７０ ２３ １２ １３４ １８ ２７ ７２ ３８ ２６
２．６９

７２０
５６％

％ ５１％ ３％ ２％ １９％ ３％ ４％ １０％ ５％ ４％ １００％

教員
免許
有り

全 員
人数 ７ ０ ０ １ １ １ １ ４ ０

２．８１
１５

４７％
％ ４７％ ０％ ０％ ７％ ７％ ７％ ７％ ２７％ ０％ １００％

教 員
希 望

人数 ０ ０ ０ １ ０ １ １ ３ ０
２．５２

６
０％

％ ０％ ０％ ０％ １７％ ０％ １７％ １７％ ５０％ ０％ １００％

非教員
希 望

人数 ７ ０ ０ ０ １ ０ ０ １ ０
３．００

９
７８％

％ ７８％ ０％ ０％ ０％ １１％ ０％ ０％ １１％ ０％ １００％

合 計
人数 ３７７ ２３ １２ １３５ １９ ２８ ７３ ４２ ２６

２．７０
７３５

５６％
％ ５１％ ３％ ２％ １８％ ３％ ４％ １０％ ６％ ４％ １００％

表４ 教員免許取得の有無、教員希望の有無と決定進路（２０１２）
決 定 進 路 大 分 類

GPA
平均

合計
就職者
の割合

民

間

企

業

公

務

員

自

営

業

就
職
活
動
継
続

大
学
院
進
学

そ
の
他
の
教
育
機
関

嘱
託
・
ア
ル
バ
イ
ト

浪
人
（
公
務
員
等
）

そ

の

他

教員免許
無 し

人数 ４７１ ３０ １０ １２２ １４ ２５ ８３ ３５ ２２
２．５９

８１２
６３％

％ ５８％ ４％ １％ １５％ ２％ ３％ １０％ ４％ ３％ １００％

教員
免許
有り

全 員
人数 １７ １ ０ ４ ３ １ ４ ２ １

２．５２
３３

５５％
％ ５２％ ３％ ０％ １２％ ９％ ３％ １２％ ６％ ３％ １００％

教 員
希 望

人数 ６ ０ ０ １ ２ １ ３ ２ ０
２．３３

１５
４０％

％ ４０％ ０％ ０％ ７％ １３％ ７％ ２０％ １３％ ０％ １００％

非教員
希 望

人数 １１ １ ０ ３ １ ０ １ ０ １
２．６８

１８
６７％

％ ６１％ ６％ ０％ １７％ ６％ ０％ ６％ ０％ ６％ １００％

合 計
人数 ４８８ ３１ １０ １２６ １７ ２６ ８７ ３７ ２３

２．５９
８４５

６３％
％ ５８％ ４％ １％ １５％ ２％ ３％ １０％ ４％ ３％ １００％
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しれないから、資格としてとっておこうという考えの結果ではなく、教員
採用試験に合格する確率が低いので、教員になりたいが、就職浪人したく
ないので、最初から民間企業を目指そうと考えた結果と思われる。ここで

表５ 教員免許取得の有無、教員希望の有無と決定進路（２０１３）
決 定 進 路 大 分 類

GPA
平均

合計
就職者
の割合

民

間

企

業

公

務

員

自

営

業

就
職
活
動
継
続

大
学
院
進
学

そ
の
他
の
教
育
機
関

嘱
託
・
ア
ル
バ
イ
ト

浪
人
（
公
務
員
等
）

そ

の

他

教員免許
無 し

人数 ５３３ ２３ １０ １３２ １０ １７ ４４ ２２ ２１
２．７０

８１２
７０％

％ ６６％ ３％ １％ １６％ １％ ２％ ５％ ３％ ３％ １００％

教員
免許
有り

全 員
人数 ２８ ３ ０ ２ ３ ２ ７ ６ ２

３．０４
５３

５８％
％ ５５％ ６％ ０％ ４％ ６％ ４％ １４％ １２％ ０％ １００％

教 員
希 望

人数 ９ １ ０ １ １ １ ６ ６ ０
３．０１

２５
４０％

％ ３５％ ４％ ０％ ４％ ４％ ４％ ２３％ ２３％ ４％ １００％

非教員
希 望

人数 １５ ２ ０ １ ２ １ １ ０ １
３．０７

２３
７４％

％ ７０％ ７％ ０％ ４％ ７％ ４％ ４％ ０％ ４％ １００％

合 計
人数 ５６１ ２６ １０ １３４ １３ １９ ５１ ２８ ２３

２．７２
８６５

６９％
％ ６５％ ３％ １％ １５％ ２％ ２％ ６％ ３％ ３％ １００％

表６ 教員免許取得の有無、教員希望の有無と決定進路（２０１４）
決 定 進 路 大 分 類

GPA
平均

合計
就職者
の割合

民

間

企

業

公

務

員

教

員

自

営

業

就
職
活
動
継
続

大
学
院
進
学

そ
の
他
の
教
育
機
関

嘱
託
・
ア
ル
バ
イ
ト

浪
人
（
公
務
員
等
）

そ

の

他

教員免許
無 し

人数 ５３１ ２２ ０ １２ １０２ １２ １５ ４１ ２９ ３４
２．６９

７９８
７１％

％ ６７％ ３％ ０％ ２％ １３％ ２％ ２％ ５％ ４％ ４％ １００％

教員
免許
有り

全 員
人数 １７ ０ ２ １ ０ ０ ０ ９ ５ ０

２．８４
３４

５９％
％ ５５％ ６％ ６％ ０％ ４％ ６％ ４％ １４％ １２％ ０％ １００％

教 員
希 望

人数 ７ ０ １ ０ ０ ０ ０ ７ ５ ０
２．９１

２０
４０％

％ ２７％ ０％ ４％ ０％ ０％ ０％ ０％ ２７％ １９％ ０％ １００％

非教員
希 望

人数 １０ ０ １ １ ０ ０ ０ ２ ０ ０
２．７５

１４
８６％

％ ３７％ ０％ ４％ ４％ ０％ ０％ ０％ ７％ ０％ ０％ １００％

合 計
人数 ５４８ ２２ ２ １３ １０２ １２ １５ ５０ ３４ ３４

２．６９
８３２

７０％
％ ６３％ ３％ ０％ ２％ １２％ １％ ２％ ６％ ４％ ４％ １００％
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対象としている２０１４年度までの卒業生の教職課程の履修では、とくに法学
部、経済学部、心理学部の社会科系の免許の「教科に関する科目」のかな
りの部分が、卒業要件に入らない、いわゆる教職課程特設科目であった。
従って全て卒業要件に入らない、「教職に関する科目」（２５―３１単位）と合
わせると、およそ６０単位ほど、通常の卒業必要単位に加えて、修得する必
要がある。しかも、介護等体験（中学免許のみ）、教育実習に加え、授業
時間外のさまざまな指導や講演などにも参加しなければならない。その負
担たるや、相当なもので、毎年多くの教職課程履修者が脱落していき、１
年次の教職課程新規登録者のうち、免許状の取得にまでいたる学生はおよ
そ１／３～１／４である。たとえば２０１０年に１年生で教職課程の履修登録を
行った学生は１３０人であったが、その学生たちが４年生になった２０１３年度
に免許を取得した者は４９名、２０１１年に履修登録した学生１２４名のうち、
２０１４年度に免許を取得したのは３４名であった。つまり、資格として免許を
とっておこうかというような意識の学生は、多くが脱落し、免許取得に
至っていないのが実情である。

ただ、メディア情報（文化情報）学部の学生は、例年免許取得まで行っ
た学生でも、教員希望者は少ない。たとえば、２０１０年度の文化情報学部免
許取得者６名のうち、教員希望者は１名、同じく２０１１年度は３名のうち、
教員希望者は０、２０１２年度は５名のうち、教員希望者は０である。これに
はいくつかの理由が考えられる。まず、情報の教員の採用数が少ないこと
である。これは、高等学校における情報の単位数が少ないため、専任教員
ではなく非常勤講師が担当していたり、他の教科の専任教員が臨時免許状
を取得して担当している高等学校が多いためである。次に本学では原則的
に、教育実習に派遣する条件として、教員採用試験の受験を義務づけてい
るが、埼玉県などいくつかの県では、情報の免許だけしか取得していない
学生は受験できない２）。次に、メディア情報学部には、博物館学芸員、図
書館司書、司書教諭などの資格課程が設置されており、学部自体が資格取
得志向が強いことが挙げられる。最後に情報の免許では、教科に関する科
目はほとんど全て卒業要件に入る。このような事情から、教員免許を資格
として取得し、教員を志望しない学生の割合が多いと思われる。
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２．免許取得者の就職状況と就職活動

２．１ 最終決定進路
教員免許状取得者の最終決定進路は、表２～表６ようになっている。こ

れを見ると、全体的に、免許非取得者に比して免許取得者は、民間企業に
就職した割合が低い。それに対して、多くの年度で、「嘱託・アルバイト」
や「浪人」の割合が高い。これはとくに教員希望者には、教員採用試験に
不合格であったため、中学校や高等学校で非常勤講師となったものや、浪
人して教員採用試験を目指すものが多いためである。免許取得者で当初教
員希望の学生には、最終決定進路で「契約・非常勤」と回答している者が
多いが、筆者の知見でもこれらの内の３～５割が中高の非常勤講師で、実
質的には教員浪人である。

２．２ 就職者の割合
次いで免許取得者の就職状況を見ていく。２０１０年度卒業生の学生回答で

は、教員希望者は５名、民間企業希望者は５名、公務員が２名であった。
なお、３名が希望進路を提出していないが、１名はスポーツを続けるため
に民間希望、他の２名は不明である。また、免許取得者は１７名であるが、
１名は希望進路も最終決定進路も不明なので、調査対象外とした。この年
度の教員採用者はおらず、教員希望者の内１名が民間に就職した。非教員
希望者（希望不明者２名を含む）中３名が民間企業に就職した。就職者の
割合は表２のとおりで、教員希望者が２０％、非教員希望者が２７％である。
就職者の割合は、いずれも免許非取得者よりも低い（表２）。

次に２０１１年度卒業生では、教員希望者は６名、民間企業希望者６名、未
提出３名である。未提出３名の内、１名は最終的に公務員浪人と答えてい
るので公務員志望、１名は民間企業に就職したので、民間企業希望、１名
は大学院に進学したので、非教員希望として扱う。教諭としての採用者は
ないが、１名が臨時任用教員３）、教員希望者の他の職種での就職者もいな
い。民間企業または公務員希望者８名中正規雇用として就職したのは７名
である。この年度は、教員希望者の就職者の割合は前年同様低いが、非教
員希望者では７８％と高い就職者の割合となっている（表３）。
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２０１２年度の卒業生では、現代文化の保健体育免許取得者が加わる。教員
希望者は１４名、民間企業希望者１７名、公務員希望者２名である。ただ、民
間企業希望者の内１名が最終的に教員浪人と答えているので、これを教員
希望者と扱うと、教員希望者１５名、民間企業希望者１６名となる。教諭とし
ての採用者はなく、教員希望者の他の職種での就職者は６名である。民間
企業または公務員希望者１８名中民間企業就職者が１１名、公務員就職者が１
名である。この年度は、教員希望者の就職者の割合は４０％とは高くはない
が以前に比して改善している。非教員希望者では６７％の就職者の割合と
なっている（表４）。ただ、教員希望者から大学院進学者の２名、さらな
る免許取得のため科目等履修生となったもの１名、非教員希望者から大学
院進学者１名を引くと、就職者の割合はもっと上がる。

２０１３年度の卒業生では、教員希望者は２４名、非教員希望者１８名、公務員
希望者６名である。１名は希望進路も最終決定進路も不明なので、調査対
象外とした。ただ、民間企業希望者の内１名が最終的に教員浪人と答えて
いるので、これを教員希望者と扱うと、教員希望者２５名、非教員希望者２３
名となる。教諭としての採用者はなく、教員希望者の他の職種への就職者
は１０名、教員浪人が４名、大学院進学１名、公務員浪人１名（教員浪人の
可能性あり）、就職活動継続１名である。非教員希望者では、２４名中民間
企業就職者が１５名、公務員就職者が２名、アルバイト、科目等履修生、未
定、就職活動継続各１名、大学院進学者２名である。この年度の就職者の
割合は、教員希望者では４０％と依然として低いが、非教員希望者では７４％
と高い（表５）。

２０１４年度の卒業生では、教員希望者は１９名、民間企業希望者１０名、公務
員希望者２名である。ただ、進路希望未記載者の３名中１名が最終的に教
員浪人、２名が民間企業と答えているので、これを勘案すると、教員希望
者２０名、民間企業希望者１２名と考えられる。教諭としての採用者は２名で、
内１名は民間企業希望者であった。教員志望者の他の職種への就職者は７
名、教員浪人が５名、アルバイト１名、契約または非常勤６名である４）。
非教員希望者１４名のうち、民間企業就職者が１０名、教員１名、自営業１名、
契約または非常勤が２名である。この年度の就職者の割合は、教員希望者
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ではやはり４０％と低いが、非教員希望者では８６％と高い。
一方、免許非取得者の就職者の割合は、２０１０年度卒業生では５９％、２０１１

年度卒業生では５６％、２０１２年度卒業生では６３％、２０１３年度卒業生では７０％、
２０１４年度卒業生では７１％となっている（表２～６）。従って、そこから、
教員希望者の就職者の割合は、全ての年度において免許非取得者の就職者
の割合より低くなっているが、免許を取得したものの非教員希望者の就職
者の割合は、２０１０年度卒業生を除いて、いずれの年度においても免許非取
得者の就職者の割合よりも高い。

２．３ 民間企業就職者の内定取得社数
次に、免許を取得して民間企業に就職した学生の就職活動のうち、内定

獲得社数を見てみる。２０１０年度卒業生では、全員が内定は１社のみである。
２０１１年度卒業生では、７名中１社内定が４名、２社内定が１名、３社以上
内定が２名である。２０１２年度卒業生では、１７名中１社内定が１３名、２社内
定が４名である。２０１３年度卒業生では、２４名中１社内定が１８名、２社内定
が５名、３社以上内定が１名である。２０１４年度卒業生では、１７名中１社内
定が８名、２社内定が２名、３社以上内定が２名、不明５名である。なお
これらには、当初教員希望であったが民間企業に就職した者も含まれてい
る。これらから計算すると、免許取得者で民間企業に就職した者のうち、
２社以上から内定を得た割合は、２０１０年度卒業生が０％、２０１１年度が４３％、
２０１２年度が２４％、２０１３年度が２５％、２０１４年度が３４％となる。一方、全卒業
生で民間企業に就職した者のうち、２社以上から内定を得た割合は、２０１０
年度卒業生が、１７％、２０１１年度が１３％、２０１２年度が１８％、２０１３年度が２０％、
２０１４年度が２４％である。つまり、２０１０年度を除き、いずれの年度の卒業生
においても、２社以上から内定を得ている割合は、免許取得者の方が免許
非取得者よりも高いことが分かる。

これを見ると、後述のように免許取得という就職活動に不利な状況にあ
りながら、活発な就職活動を展開し、複数の社からの内定獲得に成功した
者がいることが分かる。
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３．分析

２．２と２．３で見たように、２０１０年度を除き、免許を取得した非教員希望者
の就職者の割合は、２０１０年度卒業生を除いて、いずれの年度においても免
許非取得者の就職者の割合よりも高い。また、同じく２０１０年度を除き、い
ずれの年度の卒業生においても、２社以上から内定を得ている割合は、免
許取得者の方が免許非取得者よりも高い。教員希望者の場合、上述のよう
に浪人したり、非常勤講師やアルバイトを選択して教員を目指す学生が多
いので、就職者の割合は低くなるのは理解できる。では、免許を取得した
ものの、教員を希望しない学生の就職者の割合が高いのはなぜか。また、
２社以上から内定を得ている割合は、免許取得者の方が免許非取得者より
も高いのはなぜか。

確かに、GPA平均を比較すると、免許を取得していながら、教員を希
望しない卒業生のGPAは、免許非取得者を上回っている年度が多いが、
ほとんど変わらない年度もある。従って、必ずしもGPAの高さが就職者
の割合に大きく影響しているとは言い切れない。しかも、免許取得者は、
３年生の後期には、正当な理由なくして、１回たりとも欠席が認められな
い教育実習事前指導科目があるし、中学校免許取得希望者は３年次に１週
間の介護等体験がある。中には、３年次後期に１週間以上の課題発見実習
を行う者もいる。それらの実習では、実習期間のみではなく、実習先との
連絡を何度も行わなければならず、打ち合わせに出向くことも多い。また、
４年次の実習期間中（中学校免許の場合３週間以上、高等学校免許の場合
は２週間以上）は就職活動はできないし、実習前から、教材研究等の膨大
な準備が必要である。かれらは、教職課程を履修していない学生に比べる
と、就職活動にとっては明らかに不利な状況におかれているといえる。

それにも関わらず、上記のような結果になった要因は次のように考えら
れる。教職課程の履修では、多くの教職に関する科目で、単なる講義では
なく、グループ討論、課題、模擬授業、調査・研究、発表、ロールプレイ
等の活動が求められる。またそれらの科目には、教育に関わって、さまざ
まな社会的な問題にアプローチするものも多い。また、当然ながら社会科
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系の教科に関する科目でも同じ事がいえる。教職課程の履修生は、それら
を通して社会に対する関心も高まることが予想できる。

また、教職課程の履修者は、対外的な折衝を行う機会も多く、何よりも
教育実習や介護等体験は、まさに学校や社会福祉施設でのインターンシッ
プに他ならない。このような過程を経て、教職課程履修生は、教員として
必要な資質・能力のみならず、民間企業への就職に必要な資質・能力も身
につけていくことができると考えられる。それが、上記の２つの現象に繋

表７ 民間企業就職者の内定数（２０１０）
内 定 数

合計
１社 ２社

３社
以上

全卒業生
人数 ４０６ ６６ １４ ４８６
％ ８４％ １４％ ３％ １００％

教員免許
有 り

人数 ４ ０ ０ ４
％ １００％ ０％ ０％ １００％

表８ 民間企業就職者の内定数（２０１１）
内 定 数

合計
１社 ２社

３社
以上

全卒業生
人数 ４１０ ４５ １５ ４７０
％ ８７％ １０％ ３％ １００％

教員免許
有 り

人数 ４ １ ２ ７
％ ５７％ １４％ ２９％ １００％

表９ 民間企業就職者の内定数（２０１２）
内 定 数

合計
１社 ２社

３社
以上

全卒業生
人数 ４８６ ８１ ２４ ５９１
％ ８２％ １４％ ４％ １００％

教員免許
有 り

人数 １３ ４ ０ １７
％ ７６％ ２４％ ０％ １００％

表１０ 民間企業就職者の内定数（２０１３）
内 定 数

合計
１社 ２社

３社
以上

全卒業生
人数 ５３７ ９３ ３７ ６６７
％ ８１％ １４％ ６％ １００％

教員免許
有 り

人数 １８ ５ １ ２４
％ ７５％ ２１％ ４％ １００％

表１１ 民間企業就職者の内定数（２０１４）
内 定 数

合計
１社 ２社

３社
以上

全卒業生
人数 ３１６ ７０ ２８ ４１４
％ ７６％ １７％ ７％ １００％

教員免許
有 り

人数 ８ ２ ２ １２
％ ６７％ １７％ １７％ １００％

（内定社数不明者を除く）
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がっていると考えられる。
これらのことから、教職課程を履修し、免許を取得できた学生で、教員

志望をあきらめ民間企業を目指した学生は、その挫折や就職活動での不利
な条件下にもかかわらず、教職課程を履修しなかった学生（途中で履修を
放棄した学生も含めて）に比して高い就職者の割合になっていることと、
民間企業への就職者が複数の内定を勝ち取っている割合が高いことは、必
ずしも彼らがわずかばかり高いGPAのみが寄与しているのではなく、教
職課程の履修を通して得たさまざまな資質や能力が影響していると考えら
れる。

１）２０１１年度は、免許が設置されていない現代文化学部心理学科で、他学科に
設置された免許を取得した学生を含む。

２）本学では、メディア情報学部の教職課程履修生には、情報以外に公民など
の他学科設置免許の取得を推奨している。

３）フルタイムで働く、雇用契約１年以下の教員。実態的にはほとんどが継続
的に契約延長される。

４）多くが中等学校の非常勤講師と思われる。
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